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a不満認知 b夕食回数 c共働家庭 d偏差順位
おやじ講座（青年会議所） 17．4⑤ 23．2⑤ 19．4④ 7．4④
おやじ講座（その他） 38．3① 51．1① 41．9② 16．4①
県　　　　庁 21．5② 35．5② 44．1① 2．8
銀　　　　行 20．3③’ 18．8⑥ 4．7⑥ 14．8②
そ　　の　　他 13．1⑥ 29．5④ 26．2③ 0
公民館学習者の夫たち 18．8④ 31．3③ 6．3⑤ 10．0③
d＝a－13．1×　（b十。）÷55．7
98 三　島（植木）とみ子
　ここで，学習の効果ということを見るために，このような大きな影響力を持っている「夕
食の回数」と「家庭の形態」の，「不満の認知度」に対する影響力を取り除く作業をした。
まず「その他」のグループ，つまり中小企業従事者でこれまで格別家庭教育に関する学習
をしたことがない父親たちを中心としたグループを基準にして，それぞれのグループがも
しこのグループと「夕食の回数」「共働き」の率が同じであったと仮定した場合，「不満認
知度」はどれ位になるかを計算した。これは，何も学習をしていない場合にはそうなるで
あろうという理論的な数値であり，これと実際の数値との差を偏差としてdにあげている。
具体的には
　　　d＝a－13．1×（b十。）÷55．7
という計算式になる。これがいわゆる学習の結果，引き上げられた「不満認知度」であろ
うと考えた。この結果，学習で最も効果があがったのは「おやじ講座（その他）」のグルー
プで，ついで「銀行」「公民館学習者の夫たち」「おやじ講座（青年会議所）」のグループで
あった。
若干の考察
　調査対象者のグループ別では，「銀行」は家族問題などに関しては格別学習をしたことの
ないグループとして挙げた。この点については銀行側にも確認をとっている。しかし，ど
の銀行にも共通して言えることとして，銀行業務はサービス業的な色彩が強く，ほとんど
の行員は初めに顧客獲得のための外勤を経験する。さらに最近は，とくに金融事情の流動
化の現象ともあいまって，銀行は生き残りを賭け必至の戦術を駆使している。その中の一
つで，大きな位置を占めているのが，「窓口業務のための話し方の研修」から「得意先研修」
「相談セールス講習会」など，顧客を掴むためのさまざまな研修である。このような研修
は，役付きになっても形を変えて行われ続ける。一方では銀行業務そのものの性格として，
他方ではさまざまな研修を通して，行員は相手の不満を知り，相手の心を掴む訓練を知ら
ず知らず積み重ねているはずだと考えられる。これが家庭生活においても，それが実行さ
れるかどうかは別として，少なくとも子どもの不満は判るという点では好影響を及ぼして
いるのではないだろうか。　　　　　　　　　　　　　．
　「県庁職員」の場合，研修の機会は「銀行」ほど多くはない。研修課という部門はあり，
実際に研修も行われてはいるが，ここでは業務に関する研修が中心である。また，銀行ほ
どサービス業的な色彩が強いわけでもない。これらの結果として，まったく学習の機会の
ない「その他」のグループと同じような数値に落ち着いているのである。
　「公民館学習者の夫たち」では，学習者本人であるその妻はほとんどが専業主婦である。
そこで，ここで学習される事柄は理論が現実よりも先行しているということになるが，し
かし，その場合でもある程度の学習効果はあがり，夫にもその波及効果が及ぼされている
ことが判る。
　さらに，企業連携の出前講座の場合，その講義内容は原理的，運動論的なことではなく，
心理学的なことに終始せざるをえない状況にある。しかし，そのような状況下の「おやじ
講座」であっても，学習の効果は確実に上がっているという事実は重要である。つまりハ
ウ・ツウ教育でも現段階では一定の効果を持っているといえる。
　ただし，ここにおいても「夕食の回数」および「共働き」の率が非常に高い「その他」
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のグループにおいて，学習効果が最も高くなっているという事実は見逃せない。つまり，
このことはこの原則を抜きにしては，現代の父親と子どもの関係を根本的には改善するこ
とはできないということを示唆しているようである。さらに，これは本稿への自分自身の
批判でもあるが，たとえ子どもの「不満」を認知したところで，そのことがすぐ親子関係
の改善へと進むものではなく，やはり次の段階としてそれを解消する方向に向かなければ
ならない。そのためには，どうしても時間的，精神的ゆとりといったものが，職業人であ
る父親にも必要となるであろうし，夫婦の緊密な連携プレーも必要となってくる。そのと
きに「夕食の回数」と「共働き」の率に表像される，その人個人の生き方自体が問われる
ことにもなるだろう。
　しかし，社会教育で学問の役割が重視されるのは，学問を学ぶことによって今まで未知
であった世界が開かれ，それまで見えなかった自分の学ぶべき課題が見えてくるからであ
るとの指摘もある5）。「おやじ講座」で子どもの「不満」に目を向けることができるように
なった父親たちは，いつの日か「これを解消するにはどうすればよいか」ということにつ
いて思いをはせ，真剣に自己の生き方を問い始めないともかぎらない。その意味では，現
段階での企業との連携も，一定程度の成功を納めていると評価してよさそうである。
　「社会教育は政治的な意味をもっていますが，これを表に出せば企業との連携の道は閉ざ
されてしまいます。そこで社会教育も受講性を知的に装備することに自らの要求を引き下
げれば，企業内教育との連携で利益を得ることができます」との指摘は6），今日の社会教育
従事者の深刻なジレンマの中で，まさに当を得ているといえるのではないだろうか。
　なお，最後になりましたが，この調査を実施するにあたって，快く協力して下さった福
岡市社会教育課の皆様をはじめ，調査対象となることを引き受けて下さった諸企業の皆様
に，心からお礼を申し上げます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和62年10月31日受理）
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